
第三号被保険者 第二号被保険者 第一号被保険者 

基礎年金 

厚生年金 

公務員年
金払い退
職給付 

公務員 

企業型DC 

①個人型DC 

※図は被用者年金一元化後の姿。被用者年金一元化・公務員年金払い退職給付制度は、平成27年10月施行予定  
 

DB・厚年基金 

➁企業型DCのマッチング拠出 
※導入はDC実施企業の20％程度 

○１号被保険者の拠出限度
額→6.8万（月額） 

※国基と掛金調整あり 

○２号被保険者の拠出限度
額→2.3万（月額） 

老後に向けた自助努力の仕組みの課題 

□個人の自助努力の仕組みには、①個人型DC、②企業型DCのマッチング拠出があるが、 

 ①個人型DCについては、第３号被保険者、企業年金・公務員等共済加入者が加入できず個人のライフ

コースの中で自助努力できない期間ができてしまうこと、加入範囲が限られているが故に離転職時の

資産移換時に必要以上にコストがかかること 

 ②企業型DCのマッチング拠出については、実施の可否を企業が決めるため個人拠出したくてもできない

ことや拠出に係る規制があること 

 などの課題が指摘されている。 
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基礎年金 

厚生年金保険 

国民年金 

（第３号被保険者） 

国民年金 

（第１号被保険者） 

国民年金 

（第２号被保険者） 
公務員 

［被用者年金一元化後］ 

拠出限度額 
年額33万円 

（月額2.75万円） 

拠出限度額 
年額81.6万円 
（月額6.8万円） 

 ※ 国民年金基金 
      との合算枠 確定給付型年金 

年金払い 

退職給付 

厚生年金基金 

確定給付企業年金 

私学共済など 

拠出限度額なし 

保険料率上限 
 1.5 % （法定） 

確定給付型年金 

厚生年金基金 

確定給付企業年金 

私学共済など 

拠出限度額なし 

企業型ＤＣ 

企業型ＤＣ 

拠出限度額 
年額66万円 

（月額5.5万円） 

個人型ＤＣ 

個人型ＤＣの加入可能範囲の拡大 

拠出限度額 
年額14.4万円 
（月額1.2万円） 

拠出限度額 
年額27.6万円 
（月額2.3万円） 

［現行と同じ］ 

国民年金基金 
※個人型ＤＣとの 

重複加入可 

※１ 企業型ＤＣのみを実施する場合は、企業型ＤＣへの事業主掛金の上限を年額42万円(月額3.5万円)とすることを規約で定めた場合に限り、個人型ＤＣへの加入を認める。 

※２ 企業型ＤＣと確定給付型年金を実施する場合は、企業型ＤＣへの事業主掛金の上限を年額18.6万円(月額1.55万円)とすることを規約で定めた場合に限り、個人型ＤＣへの加入を認める。 

新たに加入可能となる者 

拠出限度額 
年額27.6万円 
（月額2.3万円） 

［現行と同じ］ 

拠出限度額 
年額24.0万円 
（月額2.0万円） 

※１ 

※２ 

□ 労働の多様化が進む中、生涯にわたって継続的に老後に向けた自助努力を可能とするため、個人型Ｄ
Ｃについて、第3号被保険者や企業年金加入者※、公務員等共済加入者を加入可能とする。 

   ※企業型ＤＣ加入者については規約に定めた場合に限る。 
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 ・1974年エリサ法により創設されたＤＣタイプの個人退職勘定（日本の個人型ＤＣが参考とした制度）。個

人が自助努力で老後資金を準備する制度として普及。課税関係や給付の仕組み等の制度の骨格は
401(k)と同じ。 

 ・加入対象者は、70.5歳未満の所得のある者（公務員、自営業者含む）及びその配偶者 
 ・非課税拠出限度額は、原則年5,500ドル又は稼得所得のいずれか低い額。 
 ・ポータビリティについては、ＩＲＡ口座に事業主が実施する401(k）等の退職給付制度から移換金を受け

入れること等が可能。 

（参考）米国ＩＲＡ制度の概要 

出所：「国民の老後保障に関する研究」（年金シニアプラン総合研究機構） 19 
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